
○今月のポイント
生産活動は、輸送機械工業をはじめ14業種が低下し、生産指数が2か月ぶりに前月を下回った。
個人消費は、百貨店・スーパー販売額が43か月連続で前年同月を上回った。乗用車新規登録・届出台数は3か月連続で前年同月を上回った。
雇用情勢は、有効求人倍率が2か月ぶりに上昇し、南関東の完全失業率が2か月連続で前年同月を下回った。
総じてみると管内経済は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに改善している。
今後については、各国の通商政策の動向や物価上昇等が国内経済に与える影響について留意する必要がある。
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◆鉱工業生産：一進一退ながら弱含み◆

○生産指数：99.8、前月比▲2.1%と2か月ぶりの低下。

・輸送機械工業、電気機械工業、プラスチック製品工業等の14業種が低下。

   ・生産用機械工業、電子部品・デバイス工業等の3業種が上昇。

管内鉱工業指数の詳細はこちら https://www.kanto.meti.go.jp/tokei/kokogyo/
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◎鉱工業生産活動

(2020年基準、上段：指数、下段：前月比（％）、(P)は速報値、(R)は修正値)

（生産指数） 2025年1月 2025年2月(R) 2025年3月(P)

99.9 102.2 101.1

▲ 1.1 2.3 ▲ 1.1

99.8 101.9 99.8

▲ 0.2 2.1 ▲ 2.1

（注）2020年基準鉱工業指数における季節調整は、米国センサス局のＸ－１２－ＡＲＩＭＡを

用いて実施した。

全国

管内



◎業種別・品目別の動向（生産）

◎業種別の影響度合い（生産）

○低下した業種（生産指数）

輸送機械工業：115.6、前月比▲6.8％と3か月ぶりの低下。

電気機械工業：100.0、前月比▲6.8％と2か月ぶりの低下。

プラスチック製品工業：99.2、前月比▲5.6％と2か月ぶりの低下。

○上昇した業種（生産指数）

生産用機械工業：115.8、前月比＋11.9％と2か月連続の上昇。

電子部品・デバイス工業：82.4、前月比＋1.4％と3か月連続の上昇。

注） 影響度合いは、                                                                    で計算。
当月指数値 - 前月指数値  業種ウェイト 

  前月の総合指数値        総合ウェイト×

注） １．前月比及び前年同月比は、増減率（％）を表す。
   ２．業種は上から、品目は左から寄与の高い順となっている。

◆鉱工業生産：一進一退ながら弱含み◆
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主な上昇・低下品目

輸送機械工業 ▲ 6.8 ▲ 0.5 普通乗用車、小型乗用車、自動車用エンジン

電気機械工業 ▲ 6.8 1.6 セパレート形エアコン、医用電子応用測定器

プラスチック製品工業 ▲ 5.6 1.4 プラスチック製機械器具部品、プラスチック製フィルム・シート

生産用機械工業 11.9 ▲ 10.2 半導体製造装置、食料品加工機械

電子部品・デバイス工業 1.4 ▲ 0.2 固定コンデンサ

主な上昇・低下業種

低下

上昇



○百貨店・スーパー販売：8,900億円、全店前年同月比+4.3％と43か月連続で前年を上回る。（既存店前年同月比+1.6％）

百貨店 ：2,507億円、全店前年同月比▲3.7％と2か月連続で前年を下回る。（既存店前年同月▲3.6％）

「身の回り品」、「飲食料品」、「婦人・子供服・洋品」が不調。

スーパー：6,392億円、全店前年同月比+7.8%と31か月連続で前年を上回る。（既存店前年同月比+4.0％）

「飲食料品」、「その他の商品」が好調。

管内百貨店・スーパー販売動向の詳細はこちら https://www.kanto.meti.go.jp/tokei/ogata/index.html

◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆
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※経済産業省「商業動態統計調査」における母集団名簿の変更に伴い、
2025年1月分より、対象事業所の見直しを行っています。

◎百貨店・スーパー販売額
（上段：販売額、億円。下段：全店前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年1月 2025年2月(R) 2025年3月(P)

19,159 17,306 19,354

4.9 1.9 2.8

8,602 7,892 8,900

6.9 3.4 4.3

2,409 2,124 2,507

3.5 ▲ 2.7 ▲ 3.7

6,192 5,768 6,392

8.3 5.9 7.8

全国

管内
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-3.0

0.0

3.0

6.0

9.0

3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

2022 2023 2024 2025

前

年

同

月

比

％

管内百貨店・スーパー販売額

全店

既存店

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

2022 2023 2024 2025

前

年

同

月

比

％

百貨店販売額

既存店

全店

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

2022 2023 2024 2025

前

年

同

月

比

％

スーパー販売額

既存店

全店 0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

2022 2023 2024 2025

前

年

同

月

比

％

(参考)6業態販売額（全店ベース）

6業態計

6業態：百貨店＋スーパー＋コンビニエンスストア＋家電大型専門店＋ドラッグストア＋ホームセンター
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○コンビニ販売：4,968億円、前年同月比+5.4％と40か月連続で前年を上回る。

管内家電大型専門店販売額の推移

管内コンビニエンスストア販売額の推移

◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆

○家電大型専門店販売額：2,281億円、前年同月比+4.7％と13か月連続で前年を上回る。

※経済産業省「商業動態統計調査」における母集団名簿の変更に伴い、
2025年1月分より、対象事業所の見直しを行っています。

◎コンビニエンスストア販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年1月 2025年2月(R) 2025年3月(P)

10,496 9,802 11,041

4.1 0.3 4.1

4,704 4,403 4,968

5.4 1.9 5.4

◎コンビニエンスストア店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年1月 2025年2月(R) 2025年3月(P)

56,523 56,606 56,527

0.8 1.0 1.0

23,706 23,732 23,692

1.8 2.0 2.0

全国

管内

全国

管内

◎家電大型専門店販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年1月 2025年2月(R) 2025年3月(P)

4,138 3,616 4,802

5.0 5.6 5.3

2,004 1,762 2,281

5.1 6.7 4.7

◎家電大型専門店店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年1月 2025年2月(R) 2025年3月(P)

2,660 2,654 2,652

▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.5

998 995 996

1.3 1.1 1.1

全国

管内

全国

管内



管内ホームセンター販売額の推移

管内ドラッグストア販売額の推移
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◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆

○ドラッグストア販売額：3,366億円、前年同月比+6.2％と47か月連続で前年を上回る。

○ホームセンター販売額：1,223億円、前年同月比+0.2％と5か月連続で前年を上回る。

※経済産業省「商業動態統計調査」における母集団名簿の変更に伴い、
2025年1月分より、対象事業所の見直しを行っています。

◎ドラッグストア販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年1月 2025年2月(R) 2025年3月(P)

7,396 7,047 7,855

6.3 3.4 7.4

3,181 3,033 3,366

5.8 2.8 6.2

◎ドラッグストア店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年1月 2025年2月(R) 2025年3月(P)

19,864 19,893 19,990

4.2 4.1 4.1

8,303 8,302 8,336

3.1 2.9 2.8

全国

管内

全国

管内

◎ホームセンター販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年1月 2025年2月(R) 2025年3月(P)

2,458 2,286 2,773

0.6 0.3 0.9

1,117 1,040 1,223

1.5 2.2 0.2

◎ホームセンター店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2025年1月 2025年2月(R) 2025年3月(P)

4,530 4,531 4,536

1.3 1.3 1.2

1,465 1,468 1,470

1.3 1.5 1.4

全国

管内

全国

管内
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○乗用車新規登録・届出台数

3車種（普通・小型・軽乗用車）合計：154,737台、前年同月比+9.2％と3か月連続で前年を上回る。

・車種別 普通乗用車：80,021台、前年同月比+4.1％と3か月連続で前年を上回る。

小型乗用車：30,919台、前年同月比+17.3％と3か月連続で前年を上回る。

軽乗用車 ：43,797台、前年同月比+13.8％と3か月連続で前年を上回る。

・エリア別 東京圏 ：89,814台、前年同月比+9.3％と3か月連続で前年を上回る。

東京圏以外：64,923台、前年同月比+9.0％と3か月連続で前年を上回る。

◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

2022 2023 2024 2025

前

年

同

月

比

％

乗用車新規登録・届出台数（管内、車種別）

普通車

小型車

軽乗用車

【出所】一般社団法人日本自動車販売協会連合会、一般社団法人全国軽自動車協会連合会
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【出所】一般社団法人日本自動車販売協会連合会、一般社団法人全国軽自動車協会連合会

◎乗用車新規登録・届出台数
（上段：台数、下段：前年同月比％）

2025年1月 2025年2月 2025年3月

327,711 354,135 420,279

15.0 18.9 9.5

122,961 130,810 154,737

12.9 15.7 9.2

58,807 63,282 80,021

5.8 7.4 4.1

26,480 27,872 30,919

21.9 30.8 17.3

37,674 39,656 43,797

19.1 20.6 13.8

73,085 76,716 89,814

11.0 12.9 9.3

49,876 54,094 64,923

15.9 19.8 9.0

◎乗用車新規登録・届出台数 年別累計（管内、1～3月）
（上段：台数、下段：前年同期比％）

2023年 2024年 2025年

424,187 363,711 408,508

14.1 ▲ 14.3 12.3

194,164 191,338 202,110

23.6 ▲ 1.5 5.6

99,753 69,386 85,271

▲ 0.5 ▲ 30.4 22.9

130,270 102,987 121,127

13.9 ▲ 20.9 17.6

出所；一般社団法人日本自動車販売協会連合会、一般社団法人全国軽自動車協会連合会

3車種合計

　軽乗用車

　普通乗用車

　小型乗用車

　軽乗用車

全国

管内

　普通乗用車

　小型乗用車

東京圏

東京圏以外
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○消費支出金額(関東・二人以上の世帯)：1世帯当たり354,047円、前年同月比(実質)▲2.5％と2か月連続で前年を下回る。

◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆

◎家計消費支出（二人以上の世帯）
（上段：１世帯当たり消費支出金額、円。下段：実質前年同期(月)比％）

（二人以上の世帯） 2025年1月 2025年2月 2025年3月

305,521 290,511 339,232

0.8 ▲ 0.5 2.1

328,175 300,505 354,047

3.0 ▲ 1.8 ▲ 2.5

（うち勤労者世帯） 2025年1月 2025年2月 2025年3月

331,341 313,977 382,959

1.1 ▲ 2.2 3.8

356,671 313,987 394,387

1.8 ▲ 7.4 ▲ 2.4

出所；総務省

※関東；茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野

全国

関東

全国

関東

《参考指標》

◎景気の現状・先行き判断ＤＩ（景気ウォッチャー調査、家計動向関連）
（上段：ＤＩ、下段：前月差）

（現状判断） 2025年1月 2025年2月 2025年3月 （先行き判断） 2025年1月 2025年2月 2025年3月

45.0 43.9 47.7 47.9 48.6 46.6

▲ 4.2 ▲ 1.1 3.8 1.5 0.7 ▲ 2.0

45.3 44.3 49.7 48.0 48.0 47.7

▲ 4.2 ▲ 1.0 5.4 0.7 0.0 ▲ 0.3

42.5 44.6 46.0 45.9 44.9 47.5

▲ 3.9 2.1 1.4 0.1 ▲ 1.0 2.6

46.4 44.2 51.2 48.8 49.2 47.7

▲ 4.2 ▲ 2.2 7.0 1.0 0.4 ▲ 1.5

43.2 45.3 47.0 45.8 47.0 46.1

3.1 2.1 1.7 3.1 1.2 ▲ 0.9

出所；内閣府

※北関東：茨城、栃木、群馬 ※南関東：埼玉、千葉、東京、神奈川 ※甲信越：新潟、山梨、長野

甲信越

南関東
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関東
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○有効求人倍率（季節調整値）：1.30倍、前月差+0.01ポイントと2か月ぶりに上昇。

東京圏 ：1.32倍、前月差+0.01ポイントと2か月ぶりに上昇。

東京圏以外：1.25倍、前月と横ばい。

○新規求人倍率（季節調整値）：2.43倍、前月差+0.03ポイントと2か月ぶりに上昇。

東京圏 ：2.59倍、前月差+0.05ポイントと2か月ぶりに上昇。

東京圏以外：2.14倍、前月差▲0.01ポイントと6か月ぶりに低下。

◆雇用情勢：緩やかに改善している◆

◎有効求人倍率、新規求人倍率
（上段：有効求人倍率、下段：新規求人倍率、季節調整値、倍）

2025年1月 2025年2月 2025年3月

1.26 1.24 1.26

2.32 2.30 2.32

1.31 1.29 1.30

2.47 2.40 2.43

1.33 1.31 1.32

2.66 2.54 2.59

1.26 1.25 1.25

2.14 2.15 2.14

出所；厚生労働省

全国

管内

東京圏

東京圏以外
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3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3

2022 2023 2024 2025

求人倍率（季節調整値：管内）

有効求人倍率

新規求人倍率

【出所】厚生労働省「一般職業紹介状況」
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◆雇用情勢：緩やかに改善している◆

○新規求人数（季節調整値）：310,404人、前月比+0.6%と2か月ぶりに増加。

東京圏 ：211,830人、前月比+0.7%と2か月ぶりに増加。

東京圏以外：98,574人、前月比+0.2%と2か月ぶりに増加。

○新規求人数（原数値） ：前年同月比▲1.8%と2か月連続で減少。

・「製造業」、「サービス業（他に分類されないもの）」、「卸売業,小売業」等が減少に寄与。

◎新規求人数（季節調整値）
（上段：新規求人数、人。下段：前月比％）

2025年1月 2025年2月 2025年3月

846,785 812,450 826,267

1.9 ▲ 4.1 1.7

322,181 308,704 310,404

2.5 ▲ 4.2 0.6

219,753 210,334 211,830

2.8 ▲ 4.3 0.7

102,428 98,370 98,574

1.9 ▲ 4.0 0.2

出所；厚生労働省

全国

管内

東京圏
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【出所】厚生労働省「一般職業紹介状況」
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○南関東の完全失業率（原数値）：2.6%、前年同月差▲0.3ポイントと2か月連続で前年を下回る。

◆雇用情勢：緩やかに改善している◆

○事業主都合離職者数：13,986人、前年同月比+2.7%と2か月ぶりに増加。

東京圏 ：10,892人、前年同月比+4.1%と2か月ぶりに増加。

東京圏以外：3,094人、前年同月比▲2.0%と3か月ぶりに減少。

◎完全失業率（原数値）
（上段：完全失業率％、下段：前年同月差、ポイント）

2025年1月 2025年2月 2025年3月

2.3 2.4 2.6

▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.1

2.5 2.3 2.6

0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.3

出所；総務省　

※南関東：埼玉、千葉、東京、神奈川

《参考指標》

◎完全失業率（季節調整値）
2025年1月 2025年2月 2025年3月

全国 2.5 2.4 2.5

南関東

全国

◎事業主都合離職者数
（上段：人数、人。下段：前年同月比％）

2025年1月 2025年2月 2025年3月

35,286 26,194 31,013

9.9 ▲ 6.7 1.9

16,362 11,540 13,986

11.2 ▲ 13.6 2.7

12,271 8,487 10,892

7.1 ▲ 19.6 4.1

4,091 3,053 3,094

25.8 8.6 ▲ 2.0

出所；厚生労働省

全国

管内

東京圏

東京圏以外
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【出所】総務省「労働力調査」
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○法人企業景気予測調査（令和7年1-3月期調査）

全産業 前年度比+12.2％、製造業 同+13.2％、非製造業 同+11.6％

○設備投資計画調査（2024年6月調査）

首都圏：全産業 前年度比+32.9％、製造業 同+35.8％、非製造業 同+32.1％

北関東甲信：全産業 前年度比+43.0％、製造業 同+62.4％、非製造業 同+8.9％

◆設備投資：前年度を上回る見込み◆

◎法人企業景気予測調査

関　東 全　国

令和6年度見込み 令和6年度見込み

全　産　業 12.2 7.4

( 16.3 ) ( 10.3 )

製 造 業 13.2 4.9

( 19.6 ) ( 11.5 )

非製造業 11.6 8.8

( 14.5 ) ( 9.7 )

出所；内閣府、財務省、関東財務局

※関東（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野）

※設備投資額(ソフトウェア投資額を含み、土地購入額を除く)

（上段：前年同期比増減率％（令和7年1-3月期調査）、

　下段：括弧書きは前回（令和6年10-12月期）調査結果）

◎設備投資計画調査
（前年度増減率％）

2023年度 2024年度 2023年度 2024年度 2023年度 2024年度

実　績 計　画 実　績 計　画 実　績 計　画

全　産　業 9.6 32.9 7.2 43.0 7.4 20.6

製 造 業 ▲ 2.6 35.8 6.1 62.4 13.2 23.1

非製造業 13.9 32.1 9.3 8.9 4.6 19.2

出所；株式会社日本政策投資銀行

※首都圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）※北関東甲信（茨城、栃木、群馬、山梨、長野）

※設備投資額(2024年6月調査)

首都圏 北関東甲信 全　国

《参考指標》

◎全国企業短期経済観測調査
全国  2024年度（計画）   ： 全産業 前年度比+8.1％、製造業 同+11.6％、非製造業 同+6.2％

　     2025年度（計画）   ： 全産業 前年度比+0.1％、製造業 同 +5.4％、非製造業 同 -2.9％

出所；日本銀行

※設備投資額（土地投資額を含み、ソフトウェア投資額、研究開発投資額を除く）(2025年3月調査)
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○公共工事請負金額

・単月（2025年3月）：4,874億円、前年同月比+3.1％と2か月ぶりに前年を上回る。

東京圏 ：3,236億円、前年同月比+9.8％と3か月連続で前年を上回る。

東京圏以外：1,638億円、前年同月比▲7.8％と2か月連続で前年を下回る。

・年度累計（2024年4月～2025年3月）：51,818億円、前年同月比+6.2％。

◆公共工事：2か月ぶりに前年同月を上回った◆

◎公共工事請負金額（単月）
（上段：請負金額、億円。下段：前年同月比％）

2025年1月 2025年2月 2025年3月

5,662 6,914 17,220

▲ 1.3 ▲ 22.5 6.0

1,959 2,635 4,874

4.5 ▲ 5.3 3.1

292 599 658

51.4 3.4 ▲ 38.8

234 445 594

61.5 42.0 ▲ 9.7

741 886 1,717

▲ 9.2 ▲ 25.4 ▲ 0.1

604 555 1,369

▲ 0.4 3.2 39.3

41 24 85

24.1 ▲ 14.6 ▲ 6.5

46 125 450

▲ 42.3 ▲ 7.6 125.1

1,303 1,934 3,236

6.0 6.4 9.8

656 701 1,638

1.7 ▲ 27.3 ▲ 7.8

◎管内公共工事請負金額（4月～3月）
（上段：請負金額、億円。下段：前年同期比％）

2022年度 2023年度 2024年度

46,237 48,771 51,818

▲ 0.4 5.5 6.2

70,062 70,179 69,055

▲ 2.3 0.2 ▲ 1.6

出所；北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社

　独立行政法人等

　国

管内

全国

東京圏

　３セク等

　地方公社

　市区町村

　都県

請負金額

件数

東京圏以外
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【出所】北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社
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○新設住宅着工戸数：37,739戸、前年同月比+30.9％と2か月連続で前年を上回る。

東京圏 ：29,570戸、前年同月比+30.6％と2か月連続で前年を上回る。

東京圏以外：8,169戸、前年同月比+32.1％と3か月連続で前年を上回る。

・都県別では、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、新潟県、長野県において前年を上回る。

◆住宅着工：2か月連続で前年同月を上回った◆

◎新設住宅着工戸数
（上段：戸数、下段：前年同月比％）

2025年1月 2025年2月 2025年3月

56,134 60,583 89,432

▲ 4.6 2.4 39.1

27,953 28,208 37,739

▲ 2.4 1.3 30.9

5,622 6,416 8,283

▲ 8.2 ▲ 3.7 29.6

11,582 12,131 17,434

▲ 3.7 6.0 31.4

10,622 9,490 11,847

2.2 ▲ 1.7 30.7

5,781 4,170 5,326

19.9 ▲ 2.1 50.6

127 171 175

39.6 111.1 78.6

21,984 22,254 29,570

▲ 5.7 1.2 30.6

5,969 5,954 8,169

12.2 1.6 32.1

出所；国土交通省

《参考指標》

◎首都圏マンション市場動向
（新規発売戸数は、上段：戸数、下段：前年同期(月)比％。

　販売在庫数は、上段：戸数、下段：前期(月)末比増減戸数。新規契約率は％）

2025年1月 2025年2月 2025年3月

620 1,288 2,210

▲ 44.2 ▲ 2.4 ▲ 9.8

6,528 6,238 6,116

▲ 286 ▲ 290 ▲ 122

新規契約率 58.5 69.7 76.2

出所；株式会社不動産経済研究所　※首都圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）
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全国
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【出所】国土交通省「建築着工統計」



◎消費者物価指数
（2020年基準。上段：指数値、下段：前年同期(月)比％。）

総合指数
2025年1月 2025年2月 2025年3月 2025年4月

全国 111.2 110.8 111.1 -

4.0 3.7 3.6 -

関東 110.8 110.4 110.8 -

3.8 3.4 3.3 -

東京都区部 110.2 109.7 110.2 110.7

3.4 2.8 2.9 3.5

生鮮食品を除く総合指数
2025年1月 2025年2月 2025年3月 2025年4月

全国 109.8 109.7 110.2 -

3.2 3.0 3.2 -

関東 109.4 109.3 109.8 -

2.9 2.7 2.8 -

東京都区部 108.7 108.5 109.1 110.0

2.5 2.2 2.4 3.4

生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数
2025年1月 2025年2月 2025年3月 2025年4月

全国 108.5 108.7 109.2 -

2.5 2.6 2.9 -

関東 108.2 108.4 108.9 -

2.3 2.4 2.6 -

東京都区部 107.8 108.0 108.5 109.3

1.9 1.9 2.2 3.1

出所；総務省

※関東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野
- 14 -

○消費者物価指数（関東、生鮮食品を除く総合（3月））：109.8、前年同月比＋2.8％と43か月連続で上昇。

総合指数：110.8、前年同月比＋3.3％。

・総合指数の上昇に寄与した主な内訳：穀類、生鮮野菜、 自動車等関係費。

○東京都区部消費者物価指数（生鮮食品を除く総合、中旬速報値（4月））：110.0、前年同月比+3.4％と44か月連続で上昇。

総合指数：110.7、前年同月比+3.5％。

・総合指数の上昇に寄与した主な内訳：穀類、電気代、外食。

◆参考◆
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【出所】総務省「消費者物価指数」



○国内企業物価指数（速報）：126.0、前月比+0.4％と7か月連続で上昇、前年同月比は4.2％。

・前月比変化に寄与した主な類別・品目

上昇：石油・石炭製品（Ｂ重油・Ｃ重油、ガソリン、軽油）

電力・都市ガス・水道（都市ガス、事業用電力）

非鉄金属（銅、プラスチック被覆銅線、電力・通信用メタルケーブル）

農林水産物（精米、鶏卵、豚肉）

飲食料品（チョコレート、すし・弁当・おにぎり、調理パン・サンドイッチ）

下落：化学製品（ベンゼン、キシレン、スチレンモノマー）

生産用機器（金型、掘さく機、半導体製造装置（除フラットパネルディスプレイ製造装置))

- 15 -

◆参考◆

◎国内企業物価指数
（2020年基準。上段：指数値、中段：前期(月)比％、下段：前年同期(月)比％。

(P)は速報値、(R)は訂正値)

2025年1月(R) 2025年2月(R) 2025年3月(P)

全国 125.3 125.5 126.0

0.2 0.2 0.4

4.2 4.1 4.2

出所；日本銀行
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【出所】日本銀行「企業物価指数」



◎企業倒産
（上段：件数、負債総額、億円。下段：件数、負債総額とも前年同期(月)比％。）

（倒産件数） 2025年1月 2025年2月 2025年3月

全国 840 764 853

19.8 7.3 ▲ 5.8

管内 337 302 326

15.4 8.6 ▲ 3.8

（負債総額） 2025年1月 2025年2月 2025年3月

全国 1,214 1,712 985

53.4 22.6 ▲ 30.6

管内 442 350 450

5.3 ▲ 59.6 ▲ 15.4

出所；株式会社東京商工リサーチ - 16 -

○輸出入：輸出は16か月連続で前年同月を上回り、輸入は3か月連続で前年同月を上回る。

○企業倒産：倒産件数は7か月ぶりに前年同月を下回り、負債総額は2か月連続で前年同月を下回る。

◆参考◆
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◎貿易統計
（上段：金額、十億円。下段：前年同期(月)比％。(P)は速報値、(R)は確報値又は確々報値)

（輸出額） 2025年1月(R) 2025年2月(R) 2025年3月(R) （輸入額） 2025年1月(R) 2025年2月(R) 2025年3月(P)

7,865 9,190 9,853 10,607 8,605 9,293

7.3 11.4 4.0 16.3 ▲ 0.7 1.8

3,235 3,786 4,085 5,643 4,744 5,047

9.1 13.0 6.9 17.5 2.6 3.0

598 765 782 668 652 630

5.4 16.4 7.2 8.2 2.0 ▲ 6.7

260 335 362 702 685 644

▲ 16.5 ▲ 5.7 4.6 35.2 8.4 ▲ 6.6

1,849 2,167 2,340 2,841 2,148 2,479

12.0 17.4 5.6 19.8 4.8 13.4

出所；財務省　　※管内：東京税関、横浜税関、名古屋税関（うち清水税関支署）

全国

管内

　米国

　ＥＵ

　アジア　アジア

　ＥＵ

　米国

管内

全国

◎為替レート
（上段：円。下段：前年同期(月)比％。ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ相場(東京市場)中心相場/月中平均）

2025年1月 2025年2月 2025年3月

156.49 151.96 149.18

6.8 1.7 ▲ 0.3

出所；日本銀行

米ドル／円



関東経済産業局は広域関東圏 （1都10県＝茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、山梨県、長野県、静岡県）を行政の区域としており、当資料における「管内」とは、上記の1都10
県を含んだものとなります。

なお、当資料で用いられる地域に含まれる都県については、特に注記が無い場合、以下のとおりとなりま
すのでご注意ください。

茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 山梨 長野 静岡

管内

東京圏 ○ ○ ○ ○

東京圏

以外
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（お問い合わせ先）
関東経済産業局 総務企画部 企画調査課

経済調査室 景気動向係
電 話：０４８－６００－０２４２
U R L ：https://www.kanto.meti.go.jp/

当資料における地域の表記について


	スライド 1:  ○今月のポイント 　生産活動は、輸送機械工業をはじめ14業種が低下し、生産指数が2か月ぶりに前月を下回った。 　個人消費は、百貨店・スーパー販売額が43か月連続で前年同月を上回った。乗用車新規登録・届出台数は3か月連続で前年同月を上回った。 　雇用情勢は、有効求人倍率が2か月ぶりに上昇し、南関東の完全失業率が2か月連続で前年同月を下回った。 　総じてみると管内経済は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに改善している。 　今後については、各国の通商政策の動向や物価上昇等が国内経済に与え
	スライド 2: ◆鉱工業生産：一進一退ながら弱含み◆
	スライド 3: ◆鉱工業生産：一進一退ながら弱含み◆
	スライド 4: ◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆
	スライド 5: ◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆
	スライド 6: ◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆
	スライド 7: ◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆
	スライド 8: ◆個人消費：緩やかな上昇傾向にある◆
	スライド 9: ◆雇用情勢：緩やかに改善している◆
	スライド 10: ◆雇用情勢：緩やかに改善している◆
	スライド 11: ◆雇用情勢：緩やかに改善している◆
	スライド 12: ◆設備投資：前年度を上回る見込み◆
	スライド 13: ◆公共工事：2か月ぶりに前年同月を上回った◆
	スライド 14: ◆住宅着工：2か月連続で前年同月を上回った◆
	スライド 15: ◆参考◆
	スライド 16
	スライド 17: ◆参考◆
	スライド 18

